
 各国の日本からの輸入シェアは低下傾向にある。
 2030年においては、アジア地域のインフラ投資額が高まる見込み。
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４－12：アジア諸国との連携
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 人口の集積度が高い都道府県ほど、労働生産性が高い傾向。
 サービス業は、「生産と消費の同時性」のため、製造業と比べて「密度の経済性」が顕著。立地する市区町村の人

口密度が高いほど全要素生産性（TFP）が高い。
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（出所）内閣府「地域の経済2012」 第３－３－８図により作成。
（注）１．労働生産性は、各都道府県の総生産／労働投入量（就業者数×労働時間）。

２．DIDは、1km2に4,000人以上居住する国勢調査の基本単位区等が隣接して、
総計で5,000人以上の人口を有する地区。人々が集まる「都市的地域」として捉えられる。
ＤＩＤ人口密度=人口集中地区人口/人口集中地区面積。

３．2009年のＤＩＤ人口密度は2010年の数値を使用。
４．回帰式の括弧内はｔ値。

都道府県におけるDID人口密度と労働生産性
人口密度とＴＦＰの関係
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※ 個人サービス業を対象とした生産関数の推計結果に基づき、立地する

市区町村の人口密度が２倍だと全要素生産性（ＴＦＰ）がどれだけ高いかを
パーセント換算。

（出所）平成28年10月20日 第２回 2030年展望と改革タスクフォース
資料５ 森川独立行政法人経済産業研究所副所長提出資料

人口密度とＴＦＰの関係
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４－13：人口集積と生産性



 食料品の買い物で不便や苦労を感じる高齢者が今後大幅に増加する見込み。

（出所）農林水産政策研究所食料品アクセスマップにより作成。
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（出所）農林水産省「食料品アクセス問題に関する全国市町村アンケート調査」により作成。

食料品アクセス問題につき、現時点
で対策を必要としている市町村割合（2015年）

（出所）薬師寺哲郎（2014）「食料品アクセス問題と高齢者の健康」（農林水産政策研究所研究成果報告
会資料，平成26年10月21日）
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４－14：食料品アクセス問題



 貧困状態にある15歳の子どもの進学率・就業状態が、教育プログラムを実施することで、改善する状況をベース
に、社会的損失額を推計。

 改善シナリオでは、生涯所得が2.9兆円、税・社会保障の純負担が1.1兆円増加。

 生活保護世帯、児童養護施設、ひとり親家庭の子どもを貧困状態と定義。うち、１5歳の子ども（18万人）が推計対象

 現状シナリオ：貧困世帯の進学率・就職率等が現状のまま

 改善シナリオ：教育プログラムの効果により、以下の改善を仮定

①貧困世帯の高校進学率・中退率が非貧困世帯に等しくなる

②貧困世帯の大学等進学率が22％ｐｔ上昇（アメリカの幼児教育プログラムの実験結果を踏まえた想定）

 就業形態は、学歴別の就業状況により配分

 性・学歴・就業形態別の賃金カーブを用いて、所得額、税・社会保険料純負担額を試算

＜日本財団・三菱UFJリサーチ&コンサルティング（2015）「子どもの貧困の社会的損失推計」の概要＞

＜社会的損失の推計結果＞

40

５－１：子どもの貧困



労働市場で十分に活躍していない層（2015年）

 2030年に日本の中核を担う40代、50代となる1980年代、 1970年代生まれの世代について、無業者（家事・通学以
外の非労）、長期失業者（１年以上の失業者）の割合をみると、その前の世代と比べて大きく上昇。

 これらの世代で、無業者は79万人（男性51万人、女性28万人）、長期失業者は38万人（男性29万人、女性９万人）
の計117万人。うち、就業を希望しない無業者（54万人）を除くと、63万人が就業意欲があると考えられる。

（出所）総務省「労働力調査（基本集計、詳細集計）」により作成。

（注）無業者の就業希望・非希望は詳細集計による値を用いて、基本調査の値
を分割。
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（出所）総務省「労働力調査」により作成。
（注）１．50年代生まれは、1951～1960年生まれ。60年代生まれは、1961～1970年生まれ。

70年代生まれは、1971～1980年生まれ。80年代生まれは、1981～1990年生まれ。
２．無業者は、非労働力人口のうち通学・家事以外の者。

長期は1年以上の失業者。
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５－２：無業者・長期失業者の現状
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42（出展）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」により作成。
（注）対応は以下の通り。０～4年＝20～24歳、５～９年＝25～29歳、10～14年＝30～34歳、15～19年＝35～39歳、20～24年＝40～44歳、25～29年＝45～49歳、30～34年＝50～55歳

＜職業訓練による就業の仮定＞

 就業意欲があると考えられる63万人に対し職業訓練等のサポートを実施。
 2015年の実績（注）を考慮して、５割が就業（計31万人）、うち正社員は男性３割、女性２割と仮定。

＜就業による賃金カーブ＞

 2015年における20～24歳の年収を、就業後0～4年の年収と仮定。それ以降も同様に想定し、生涯賃金カーブを設定（ただし、60歳以
降は同年代の平均） 。
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• サポステは、就業に関し悩みを抱えている39歳までの者に対し、就労に向かえ

るようサポートするサービス
（実績（15年度） ：就業率57％。就業した者の中で、正社員率30％ （男性）、

24％（女性））
• 求職者支援制度は、雇用保険を受給できない求職者に対し職業訓練等を実施

（実績：就業率（15年度）：56％（基礎コース）、60％（実践コース）。就業した者の
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1. 実績の数値は、厚生労働省「平成27年度地域若者サポートステーション事業の実績」、「求職者
支援制度の実績」（平成28年９月28日時点）、職業安定分科会雇用保険部会（平成25年７月30
日）資料１を参照した。

2. なお、各制度の2015年度における1人当たり費用は、「サポステ」は13万円（執行額35.4億円、登
録者数2.7万人）、「求職者支援制度」は69万円（執行額279.4億円、訓練受講者数4.1万人）。（行
政事業レビューにより算出）

（万人）

５－３：無業者・失業者の労働参加拡大による試算の前提



増減（程度）
１人当たり

平均（生涯）
マクロ全体

（生涯）
マクロ全体

（１年・最大値）

付加価値（賃金） ＋7,700万円 ＋24.1兆円 ＋0.96兆円

生活保護受給額 ▲1,700万円 ▲5.4兆円 ▲0.27兆円

 職業訓練後、就業した31万人が、65歳まで働き、その後離職し、2015年の平均寿命まで存命。ベースラインケース
と比較した際の、生涯賃金や税・社会保障支払額の増加分、生活保護受給額の減少分を試算。

 ベースラインケースとして、無業者、失業者が65歳まで現状のままで過ごし、65歳以降は生活保護を受給するケー
スを想定。

（注） １．インフレ率等のマクロ経済環境は一定と想定。割引現在価値は考慮していない。また、対象者は独身と想定。
（注） ２．所得税は、復興特別所得税を除く。社会保険料は、健康保険料、介護保険料、年金保険料、雇用保険料の合計。
（注） ３．「生涯」は、就業後～平均寿命まで存命する場合の生涯にわたる額。「1年・最大値」は、各項目の値が一番大きくなる年の値。
（注） ４．2018年に就業後、65歳まで年金保険料を支払うと仮定。就業までは、年金保険料は未納であり、後納はしない。
（注） ５．老齢年金受給額は、老齢厚生年金額、経過的加算、老齢基礎年金額の合計。また、年金の受給資格期間は、10年としている。
（注） ６．生活保護の必要最低額は、高齢者の独身世帯における生活扶助と住宅扶助の合計を想定。また、設定金額は「1級-１」と「3級-2」の中央値。
（注） ７．試算の簡素化のため、65歳以降における保険料の支払いや年金に係る所得税の支払いなどは考慮していない。

＜ベースラインケースとの比較＞

試算結果

 試算結果によると、マクロ全体（生涯）で24兆円程度の付加価値（賃金）の増加、5.4兆円程度の生活保護受給額の
削減につながる。

増減（程度） １人当たり平均（生涯） マクロ全体（生涯） マクロ全体（１年・最大値）

所得税・住民税支払額 ＋400万円 ＋1.4兆円 ＋0.06兆円

社会保険料支払額 ＋1,200万円 ＋3.7兆円 ＋0.14兆円

老齢年金受給額 ＋1,800万円 ＋5.5兆円 ＋0.27兆円

＜参考＞

※付加価値（賃金）の最大は2035年
生活保護受給額削減の最大は2055年
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５－４：試算結果



0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

1.1

1.2

1.3

1.4

福
岡

高
知

長
崎

佐
賀

広
島

大
阪

北
海
道

鹿
児
島

大
分

山
口

熊
本

沖
縄

京
都

兵
庫

石
川

徳
島

岡
山

香
川

愛
媛

福
井

滋
賀

奈
良

宮
崎

東
京

和
歌
山

島
根

愛
知

鳥
取

神
奈
川

岐
阜

山
梨

富
山

宮
城

埼
玉

三
重

福
島

群
馬

秋
田

栃
木

青
森

静
岡

長
野

千
葉

茨
城

山
形

新
潟

岩
手

75～84歳の1人当たり医療費と要支援・要介護認定率（都道府県別）

1人当たり医療費（14年度） 認定率（15年）

（全国値＝１）

 65～74歳の就業率は足元では上昇している。
 都道府県別の就業率、医療費、要支援・要介護認定率をみると、都道府県ごとに大きな違いがあることがわかる。
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５－５：都道府県別・高齢者の就業率、医療費、要支援・要介護認定率
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就業率と10年後の１人当たり医療費（都道府県別）
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 高齢者の就業率が高い都道府県では、その後の高齢者の１人当たり医療費が低くなる傾向がある。
 都道府県毎の違いを考慮した推計結果によると、65～74歳の10％ptの就業率の上昇は、同じコーホート（10年後

の75～84歳）における１人当たり医療費9万5,000円程度の減少（2014年度の医療費（全国）に当てはめた場合：
▲12％程度）、要支援・要介護認定率３％pt程度の減少（2014年度の介護費（全国）に当てはめた場合：▲16％程
度）に対応。

（出所）総務省「国勢調査」、厚生労働省「医療費の地域差分析」、「介護給付費実態調査月報」により作成。
（注）１．医療費は、後期高齢者医療費。点線は、全国の場合。

２．認定率は、要支援・要介護認定者数/人口にて算出。要支援・要介護認定者数はそれぞれの年における10月審査分の値。点線は、全国の場合。

＜試算の考え方＞
 高齢者の就業状態と、将来の同じコーホートにおける１人当たり医療費、要支援・要介護認定率にどのような関係性があるのかを試算したもの。計算式は以下の通り。

𝑦𝑦𝑖𝑖,𝑡𝑡+10 = 𝛼𝛼𝑖𝑖 + 𝛽𝛽𝑥𝑥𝑖𝑖,𝑡𝑡 + 𝜀𝜀𝑖𝑖,𝑡𝑡
𝑦𝑦𝑖𝑖,𝑡𝑡:75～84歳の１人当たり医療費、または要支援・要介護認定率、𝑥𝑥𝑖𝑖𝑖𝑖：65～74歳の就業率、𝑖𝑖 = 1～47: 47都道府県

t = 2000、2005 (データの制約から医療費のt = 2005においては𝑦𝑦𝑖𝑖,𝑡𝑡+9)
 各都道府県毎の固有の影響を取り除くため、 Hausman test による結果を踏まえ、 random effect modelにより試算。算出された𝛽𝛽は、医療費の場合-9491（-4.3）、認定率の場合-0.3 (-4.8)（括弧内はt値）。

 2014年に当てはめた場合の数値は、医療費は、2014年度における75～84歳における１人当たり医療費（全国）に対する比率により算出。介護費は、75～84歳の３％の要支援・要介護認定率の減少は、
2014年度末において全国37万人の要支援・要介護認定者数の減少となることから、 同年度の75～84歳の要支援・要介護認定者1人当たり介護費（全国）（第７回 医療・介護情報の活用による改革の推
進に関する専門調査会 資料４より計算）をもとに算出。

 なお、同じ考えを用いて、65～74歳の就業率と、同じコーホートである20年後の85～94歳の１人当たり医療費の関係を分析したところ、1人当たり医療費が増加するとの結果を得た。ただし、75～94歳の医
療費総額でみると、65～74歳の就業率の10％上昇は、14年度ベースで４％程度の減少に対応している。
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５－６：高齢者の就業促進と医療費・介護費の関係



 認知症の社会的コストは、2014年において、14.5兆円（うち医療費：1.9兆円、介護費：6.4兆円、インフォーマルケア
コスト：6.2兆円）と推計され、2030年には、21.4兆円（うち医療費：2.7兆円、介護費：9.7兆円、インフォーマルケアコ
スト：9.0兆円） にまで増加する見込み。

 交通事故による年間の経済損失額は約３兆円と推定される。

交通事故による年間の経済的損失額（2012年度）

認知症の社会的コスト（2014年度）

社会的コスト
14兆5,140億円

インフォーマルケアコスト
（家族等が無償で実施する

ケアにかかる費用）
6兆1,584億円

医療費
１兆9,114億円

介護費
６兆4,441億円

入院
9,703億円

外来
9,412億円

在宅
３兆5,281億円

施設
２兆9,160億円

（出所）
（右図、左上図）佐藤他（2015）「わが国における認知症の経済的影響に関する研究」（厚生労働科学研究費補助金
(認知症対策総合研究事業)により作成。
（左下図） 日本損害保険協会（2014）「自動車保険データにみる交通事故の経済的損失の状況」より抜粋。
（注）2012年度中に自賠責保険および自動車保険で支払われた保険金データをもとに、交通事故による経済的損失
額を推計したもの。
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５－７：認知症、交通事故



 日本は企業部門において、他の先進国より貯蓄超過幅が大きい。
 一般政府は、投資超過で推移。ただし、足元では改善傾向。
 家計においては、貯蓄超過幅が縮小傾向。
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 貿易収支はここ数年赤字化したものの、所得収支の拡大、サービス収支の赤字幅縮小により、日本の経常収支は
黒字を継続。

 背景には、対外純資産の堅調な増加による所得収支黒字幅拡大、インバウンド拡大による旅行収支や特許料など
の知的財産権収支（ともにサービス収支の一部）の受取拡大などがある。
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（出所）財務省「国際収支状況」により作成。（出所）財務省「本邦対外資産負債残高」、ＩＭＦ「Economic Outlook Database」により作成。

経常収支の黒字の累積
⇒対外純資産の積み上がり
⇒果実として所得収支が計上

サービス収支の一部
（出所）財務省「本邦対外資産負債残高」により作成。
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（出所）内閣府「国民経済計算」により作成。

（年）

（出所）内閣府「国民経済計算」により作成。

（注）
1. 交易条件とは、輸出財１単位と交換される輸入財の比率。交易条件の改善（上昇）は、同量の輸出でより多くの輸入ができることを意味する。
2. 交易利得とは、交易条件の変化に伴う実質所得 （購買力）の変化。交易利得の増加は、同じ量を輸入するために必要な輸出の量が減少したこと

を意味する。

（年）

 日本の交易条件は、輸出デフレーターの低下、輸入デフレーターの上昇により、長期的にみると悪化している。
 実質ＧＮＩは、海外からの所得純受取がプラスに寄与
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 日本の若い世代は、現状に満足する割合が他の世代に比べて高い。
 一方、日本の若い世代は、他国と比較して自分の将来について明るい希望を持っておらず、高い社会的地位に就

くことや、お金を稼ぐことへの願望は低い。

（出所）内閣府「平成26年版 子ども・若者白書 」より抜粋。
（注）各国とも満13～29歳の若者が対象。「自分の将来について明るい希望を持っていますか」との問いに
対し、「希望がある」、「どちらかといえば希望がある」と回答した割合。
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（出所）内閣府「国民生活に関する世論調査」により作成。
（注）1999年、2006年は20～29歳。「満足している」、「まあ満足している」の合計。
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６－４：若い世代の意識
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（出所）国立青少年教育振興機構「高校生の生活と意識に関する調査報告書-日本・米国・中国・
韓国の比較-」により作成。
（注）高校生を対象として2014年実施。「とてもそう思う」、「まあそう思う」の合計。

＜高校生へのアンケート調査（国際比較）＞

50



要因 （程度） 根拠 出典

ICT投資による

生産性向上

（成長率：+1.1%pt）

• （前提）IoT、ビッグデータ、AI等のICTの進展を見据え、企業におけるICT投資や生産性向上に係る取組が活

性化

• 推計のベースとなる企業アンケート結果によると、ICTに係る取組を通して、従業員は＋２～３％、売上高・営

業利益が＋５％、労働生産性が＋４％強増加する

⇒2015～20年における実質ＧＤＰ成長率（年率）を平均1.1%pt（うちTFP寄与度が1.0%pt）押し上げ

総務省(2016)「平成28年

版情報通信白書」

第４次産業化革命

（成長率：+1.2%pt）

• （前提）第４次産業化革命による変化に対し、①顧客のニーズに対応し、社会問題を解決する新たなサービス

を提供し、グローバルに高付加価値・高い成長部門を獲得、②技術改革を活かしたサービスの発展による生

産性の向上と労働参加率の増加による労働力人口減少を克服、③機械・ソフトウェアと共存し、人にしかでき

ない職業に労働力が移動する中で、人々が広く高所得を享受

⇒2015～30年度における実質ＧＤＰ成長率（年率）を1.2%pt押し上げ

産業構造審議会・新産業

構造部会（2016）「新産業

構造ビジョン 中間整理」

デジタル新技術による

生産性向上

（潜在成長率：+0.9%pt）

• (前提) 消費者のニーズに合わせた新規需要の創造や、新規需要を取り込むための供給力改革が行われる

• 前提条件の実現のためには、AI、IoT、ロボットなどのデジタル新技術の普及・発展がカギ

⇒2026-30年における潜在成長率（年率）を0.9％pt程度押し上げ

三菱総合研究所(2016)

「内外経済の長期展望」

ＡＩ

（成長率：+1.9%pt）

• (前提)ＡＩを積極的に取り入れ、その影響力が経済に浸透（従来の「労働、資本、ＴＦＰ」の生産モデルにＡＩの

要素を追加し、ＡＩの技術的可能性や各国のＡＩ技術を吸収できる能力などを考慮して試算）

• 前提条件の実現のためには、①次世代に必要な知識やスキルの再評価、②ＡＩに対応した規制の整備、③ＡＩ

のための倫理規定の作成、④ＡＩによって負の影響を受ける人々への対策、などが重要。

⇒2035年までに成長率（年率）を1.9%押し上げ

Accenture (2016) “Why 

Artificial Intelligence is 

the Future of Growth”

次世代新技術など

（成長率：+1.7%pt）

• （前提）民間部門での生産性を高めるため、以下３つの分野での取組を強化する。①次世代技術の採用（ビッ

グデータ、インターネット技術など）、②海外の成功事例の取入れ（海外の高成長分野への進出、バリュー・

チェーン改善など）、③制度・慣習の改革（産業の新陳代謝の促進、能力主義への移行、女性・高齢者の労

働参加促進など）

⇒2025年までの成長率（年率）を平均1.7%pt程度押し上げ

Mckinsey. (2015) “The 

Future of Japan:

Reigniting Productivity 

and Growth”

IIoT（Industrial Internet 

of Things）

（累計で1兆1270億ドル

GDPを押し上げ）

• IIoTによる技術革新を経済成長へと転換させるため、政府が全面的にIIoTを支援

• (前提１)IIoTに関する投資や政策が現状維持

⇒2030年までにGDPを累計9600億ドル押し上げ

• (前提2）IIoTテクノロジーの吸収能力を改善する追加措置を実施

⇒2030年までにGDPを累計1兆1270億ドル押し上げ

（※2015年における日本の名目GDPは4.4兆ドル）

Accenture. (2015). “The 

Growth Game-Changer: 

How the Industrial 

Internet of Things can 

drive progress and

prosperity” 
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要因 （程度） 根拠

女性の就労率の促進

（成長率：0.08％pt）

• （前提）2020年に25～44歳の女性の就労率が５％ポイント上昇(日本再興戦略数値目標)

⇒2012年から2020年までの経済成長率を年率+0.08％pt押し上げ （就労率が現状から変化しない状況と比較した場合）

高齢者就労率の促進

(成長率：0.13%pt)

• （前提）2020年に60歳以上男女の就労率が５％ポイント上昇(日本再興戦略数値目標)

⇒2012年から2020年までの経済成長率を年率+0.13％ｐｔ押し上げ

外国人就業者の促進

(成長率：0.01%pt)

• （前提）増加率が現状の２倍（＝年率＋２％強）になる （※ 2000年～2010年の増加率：年率＋1.04％）

⇒経済成長率を年率+0.01％pt押し上げ

法人税率の引き下げ

(成長率：+0.1～+0.2%pt)

• （前提）恒久的に法人税率10％ポイント引き下げ。法人税率引き下げが、研究開発投資を促進する効果も考慮。

⇒経済成長を年率+0.1～+0.2％pt押し上げ

研究開発投資

(TFP：＋0.3～＋0.4%pt)

• （前提）研究開発投資の対ＧＤＰ比率が１％ポイント上昇

⇒ＴＦＰを年率+0.3～+0.4％pt押し上げ （１％上昇を維持すれば持続的に生産性上昇率が上昇）

人的資本の質の向上

(成長率：+0.6%pt)

• （前提）日本のＰＩＳＡスコアが世界トップクラス（上位３か国平均並み）まで上昇 (2012年：数学７位、読解４位、科学４位)

⇒長期的な経済成長率を+0.6％pt押し上げ （教育を受けた者が労働市場に参加するまでの時間差があるので、

短期ではなく、超長期での経済成長を考える場合には、最大の寄与度）

対内直接投資の拡大

(TFP：+0.01%pt)

• （前提）2012年から2022年にかけ、外資系企業（製造業）の売上高ベースでみた外資系企業のプレゼンス（ストック）が倍増

⇒ＴＦＰを年率+0.01%pt押し上げ

農林水産業の効率化

(成長率：+0.04％pt)

• （前提）現行ゼロ近傍の農林水産業のＴＦＰ上昇率が、アメリカ並み（３％台半ば）へ向上

⇒成長率を年率+0.04％pt押し上げ

貿易自由化（ＴＰＰ等）

(成長率：+0.07～+0.16%pt)

• （前提）関税措置の撤廃、非関税障壁の低減等を考慮。その効果が10年間で全て実現すると仮定。

⇒成長率を年率+0.07～+0.16％pt押し上げ

企業間の新陳代謝促進

(TFP：+0.2%pt)

• （前提）全産業の新陳代謝効果が、参入・退出の規制緩和、資本・労働の産業間移動の円滑化等により２倍になると仮定

⇒ＴＦＰを年率+0.2％pt押し上げ

（出所）森川 正之（2015）「経済成長政策の定量的効果について：既存研究に基づく概観」、RIETI Policy Discussion Paper Series 15-P-001 52

参考：中長期の成長率を引き上げる要素②
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